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 「橘ふるさと祭り」、「盆踊り大会」、「人形劇まつり」などの地域との関係性が深い行事の開催
 「プラザ・マルシェ」、「夏休み子どもわくわくDAＹ」などのふれあい事業や市民参加事業の開催
 プレイルームや囲碁・将棋室、大広間など、施設利用者が無料で利用可能な諸室の運営

 ふるさと劇場（ホール）や会議室、茶室、ギャラリーなどの運営
 文化講座や文化芸術イベントの開催

 橘処理センターからの余熱を活用した温水プールや体育館、トレーニングルームの運営
 健康増進に資する各種体育教室の開催

川崎市民プラザの今後の方向性等の検討状況について

所在地 高津区新作１丁目19番１号 敷地面積 33,580.13㎡ 延床面積 12,659.36㎡
（茶室含む）

開設 昭和54年５月１日（築45年︓令和６年５月１日時点）

諸室機能
（地下）楽屋、会議室、和室、トレーニング室、プレイルーム、囲碁・将棋室他
（１階）屋内広場、ホール、ステージ、ギャラリー、温水プール他
（２階）体育室、会議室、和室、セミナールーム他
（３階）和室、浴室、大広間他 別棟︓茶室他

管理・運営 指定管理者︓川崎みらい創造グループ（代表企業︓株式会社コングレ）
第３期指定管理期間︓令和２年度〜令和６年度

経過
S54 ・｢文化・健康の増進｣と「福祉・余暇の充実」の総合施設として開館

・開館より、「財団法人川崎市指定都市記念事業公社」が施設を管理・運営

H24 ・公社の解散に伴い、公の施設として指定管理者による管理・運営を開始
・機能の見直しを行い、宿泊機能を廃止

（屋内広場）（外観）

１ 報告の目的
 これまで耐震二次診断の結果等に基づく耐震基本計画の策定や、施設の老朽化等の状況に基づ

く今後の方向性の検討などの取組を進めてきたが、老朽化した設備等への対応や耐震対策に相当
な費用が見込まれるなど、現機能・規模の維持が最適であるか判断を要することから、令和７年度
に予定していた耐震補強工事設計の実施を再検討する。

２ 市民プラザについて
（１）施設概要

（２）現状
①健康増進の場としての役割

②文化振興の場としての役割

③市民相互の交流の場としての役割

施設の老朽化の進行

• 継続的に修繕を実施しているが、更新することが望ましい主要な設備
が多数存在し、抜本的な改修が必要とされる状況

• 故障や倒木による一部諸室・機能の休止、庭園の封鎖等が発生
• 和式トイレの洋式化や体育館への空調の設置など、機能向上のための

修繕も必要な状況

（R4︓プール循環配管破断）
※R4.10〜R5.6︓プール休止

（R4︓ナラ枯れの影響による倒木）

未利用・目的外利用の
諸室の存在 • 既に廃止した宿泊機能に係る配膳室や宿泊室などが存在

耐震性の不足・
特定天井の存在

• 耐震二次診断の結果及び特定天井（ふるさと劇場、体育館）の存
在を受けた耐震補強工事等の対策の実施が必要な状況

（プール）

Is値 ランク 構造上主要な部分の大地震（震度６強〜
７程度を想定）に対する安全性の目安

0.3未満 A 大地震の震動及び衝撃に対して、倒壊し、
又は崩壊する危険性が高い

0.3以上
0.6未満 B 大地震の震動及び衝撃に対して、倒壊し、

又は崩壊する危険性がある

0.6以上
C 大地震の震動及び衝撃に対して、倒壊し、

又は崩壊する危険性が低い

Ｃ´ 構造上考慮すべき特定条件に該当する
柱・梁のみ補強が必要

※Is値:地震力に対する建物の強度と靱性を考慮した構造耐震指標
※ランクの記載:Is値の最小値により分類

（受水槽）
※本体の発錆や配管の経年劣化

（配膳室）※現在は未利用

（耐震２次診断結果）

課題①

課題③

課題②

（特別和室）※旧宿泊室

（３）課題

棟名 Is値 ランク 補強
要否

宿泊棟 0.19~1.82 A 要

大ホール棟 0.20~1.46 A 要

体育館棟 0.17~2.83 A 要

渡り廊下棟(ⅰ) 0.50~1.67 B 要

渡り廊下棟(Ⅱ) 0.41~4.98 B 要

ｸﾗﾌﾞ･ﾚｽﾄﾗﾝ棟 0.61~2.45 C´ 要

（Is値及びランクについて）
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川崎市民プラザの今後の方向性等の検討状況について
３ これまでの検討経過

【修繕に必要な費用の試算】

（算出方法）
 計画に記載の修繕について、既に実施した修繕を削除し、新たに必要となった修繕を追加
 計画に記載の修繕費について、計画策定以降に見積を取得した修繕は直近の見積に基づき

修繕費を更新し、その他の修繕はデフレーターによる上昇率を乗じて修繕費を更新
 工事設計費は工事費の10％、工事監理費は工事費の５％として試算

工事費 工事設計費 工事監理費

約35.5億円 約3.5億円 約1.8億円
計

約40.8億円

 R4 行財政改革第3期プログラムに基づく「老朽化等を踏まえた今後の方向性」の検討を開始
 R5 「公共建築物の耐震対策－市有14施設の耐震診断結果と今後の対応－」を公表し、耐震

補強工事の実施にあたっては、施工条件を踏まえた工事の実現性や施設運営への影響、コストなど
の検討・整理が必要であることから、「耐震基本計画」の策定に向けた検討を開始

 平成31年3月に指定管理者が策定した「中期修繕計画」を時点修正し、老朽化した設備の修繕
等に必要な費用を試算

 別途、樹木の高木化やナラ枯れへの対応などの検討が必要

R4 R5 R6 R7 R8 R9

方向性に基づく取組の推進

補強設計 補強工事耐震二次診断 公
表

４ 施設の老朽化への対応の検討

５ 未利用、目的外利用の諸室の存在等への対応の検討

年度等
体育施設 文化施設 交流施設 自主事業施設

計体育館、プール、
トレーニングルーム

ふるさと劇場、茶室、
ギャラリー、会議室等

プレイルーム、浴室、
大広間等

ふるさとコーナー、特別
和室（旧宿泊室）

R
5
利用人数 123,740名 102,243名 9,173名 6,283名 241,439名
利用率 92.6% 30.0% ― 26.0% ―

【利用人数及び利用率】

R
1
利用人数 175,767名 125,476名 114,538名 12,977名 428,758名
利用率 95.2% 34.5% ― 39.9% ―

 宿泊機能（既に廃止）における利用を目的として設置され、現在は未利用となっている配膳室や
、本来の目的で利用されていない特別和室（旧宿泊室）が存在するなど、適正規模・機能の検
討が必要な状況

６ 耐震対策の検討
 敷地形状や大型設備の存在等が、補強工事を行う上で支障となる可能性があることや、複数の棟

で運営休止などの影響が及ぶ可能性があることから、工事の実現性について、施設運営への影響や
コストを踏まえ検討・整理する必要があるため、耐震基本計画の策定に向けた検討を進めている。

工事費 工事設計費 工事監理費 計
約11.6億円 約1.8億円 約0.6億円 約14.0億円

【耐震補強工事方法の検討における課題】

【耐震対策概算費用】

※工事監理費は、工事費の5%として試算
※特定天井改修費用を含む。

●宿泊棟・渡り廊下棟(ⅰ)について、耐震壁の増設による利便性の低下が見込まれる。
●老朽化した既存設備の仮移設により、工事完了後の設備の稼働に影響を及ぼす懸念がある。

７ 今後の方向性の検討の考え方

 老朽化した設備等への対応や耐震対策に相当な費用が見込まれること、耐震補強工
事による施設の利便性の低下などの懸念が見込まれること、既に廃止した宿泊機能に
係る諸室の存在など、現機能・規模を維持することが最適であるかなどの判断を要する
ため、令和７年度に予定していた耐震補強工事設計の実施について再検討する。

 これまで果たしてきた機能や役割を踏まえ、令和6年度中を目途に川崎市民プラザの
今後の方向性を示す。

スケジュール
（予定）

令和６(2024)年度 令和７(2025)年度

今後の方向性の検討状況の報告
（R6.11 文教委員会）

今後の方向性に基づく
取組の推進

今後の方向性の検討

関連計画等との調整

今後の方向性の報告
（R６年度中 文教委員会）

※R5:設備故障の影響により、プール（約3カ月、スクールは約5か月）、浴室（ほぼ通年）の休止が発生
※R1:新型コロナウイルスの影響を考慮し、3月分はH30の実績を用いて算出
※体育施設の利用率は、体育館の実績を記載

●行財政改革第３期プログラム 「老朽化等を踏まえた今後の方向性の検討の実施」
検討の実施及び方向性の決定

●公共建築物の耐震対策－市有14施設の耐震診断結果と今後の対応－

耐震基本計画

指定管理者に係る議案の提出（予定）
（R6.11 第4回定例会）

資料

3



  

  

 

 

4

参考資料



 

 

 

 

5


